
○大府市プロポーザル方式等実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市が発注する業務に関し、プロポーザル方式、簡易プロポーザル方

式、コンペ方式又はこれらに類する方式（以下「プロポーザル方式等」という。）に

より受託者を選定し、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」と

いう。）第１６７条の２第１項第２号の規定に基づき契約する場合の手続に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

⑴ プロポーザル方式 発注する業務に対する発想、課題の解決方法、取組体制等の

提案を審査し、最も適切な創造力、技術力、経験等を有する受託者を選定する方法

をいう。 

⑵ 簡易プロポーザル方式 業務実施体制、予定技術者の業務経歴、業務実施方針等

の提案を審査し、最も適切な技術力、経験等を有する受託者を選定する方法をいう。 

⑶ コンペ方式 発注する業務に関する具体的な企画提案を審査し、最も優れた企画

案を提案した受託者を選定する方法をいう。 

⑷ 指名型 入札参加資格者名簿に登録されている事業者から別に定める選定条件に

基づき、プロポーザル方式等に参加する事業者を絞り込んで指名し、提案を求める

方式をいう。 

⑸ 公募型 プロポーザル方式等の実施について公示し、参加する事業者を募り、そ

の中から選定条件に適合するものを審査し、提案を求める方式をいう。 

（対象業務） 

第３条 プロポーザル方式等により発注することができる業務は、次に掲げる業務とする。 

⑴ 管理・運営業務 

⑵ 情報システム開発業務 

⑶ 設計・コンサルティング業務 

⑷ その他プロポーザル方式等により執行することが適当であると市長が認める業務 

２ 前条第２号に規定する方法により発注することができる業務は、前項の規定にかかわ

らず、建築事業に係る設計委託業務とする。 

（参加資格） 

第４条 プロポーザル方式等に参加できる者は、次に掲げる資格要件等を満たすものとす              

る。 

⑴ 入札参加資格者名簿に登載されていること（公募型の場合を除く。）。 

⑵ 政令第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

⑶ 大府市不正契約者等指名停止取扱要領に基づく指名停止を受けていないこと。  

（実施要領） 



第５条 業務を所管する課（以下「所管課」という。）は、プロポーザル方式等により受

託者を選定する場合は、実施要領を定めなければならない。 

２ 前項の規定により定める実施要領は、原則として、次に掲げる事項を記載しなければ

ならない。 

⑴ 事業の目的及び業務内容の概要 

目的、業務の内容、予定契約（履行）期間、予算概要等 

⑵ プロポーザル方式等の採用の具体的な理由及びその導入効果 

⑶ 事業スケジュール及び受託者の決定までの事務手順 

    事業の全体スケジュール及び受託者の決定までの事務の手順 

⑷ 選定方法 

指名型又は公募型 

⑸ 応募期間、申込方法及び公募条件（公募型の場合に限る。） 

⑹ 提案依頼の内容及び提案書の作成要領 

     提案の内容、提案書の様式・部数、提出方法、提出期限、記入上の注意事項、質疑

応答等 

⑺ 審査方法及び審査基準 

審査委員会の委員の構成、審査の項目、審査の基準、審査スケジュール、審査結

果の通知等 

⑻ その他必要な事項 

（大府市指名資格審査委員会への付議） 

第６条 大府市指名資格審査委員会（以下「指名審」という。）は、次に掲げる事項を審

議し、決定する。 

 ⑴ 実施要領に関すること。 

 ⑵ プロポーザル方式等の採用の可否に関すること。 

 ⑶ 指名型のプロポーザル方式等に参加する者の資格審査に関すること。 

 ⑷ 公募型のプロポーザル方式等に参加する者の資格審査に関すること。 

 ⑸ 審査委員会の審査の内容及び受託者の決定に関すること。 

（提案書の募集） 

第７条 市長は、指名型のプロポーザル方式等により業務を発注しようとする場合は、指

名審の審議を経て決定した事業者（以下「提出依頼者」という。）３者以上に対し、業

務に関する提案書の提出を依頼するものとする。 

２ 市長は、公募型のプロポーザル方式等により業務を発注しようとする場合は、公告、

市公式ウェブサイト等により業務に関する提案書の提出を事業者に依頼するものとす

る。 

３ 前２項による依頼の結果、提案書の提出件数が２件に達しなかったときは、市長は、

提出依頼者を追加選定するものとする。 

（審査委員会の設置等） 

第８条 所管課は、プロポーザル方式等により受託者を選定する場合は、業務ごとに審査

委員会を置かなければならない。 



２ 審査委員会の委員を選任する場合は、原則として、当該業務が情報システム開発業務

の場合は、情報化担当課の職員を、設計・コンサルティング業務の場合は、土木又は

建築担当課の職員を加えるものとする。また、必要に応じて学識経験者を委員とする

ことができるものとする。 

（審査委員会の所掌事務等） 

第９条 審査委員会は、実施要領に基づき、提案書の内容の審査を行い、受託者を選定

する。 

２ 審査委員会の長は、受託者を選定した場合は、速やかにその内容を指名審に報告し

なければならない。 

３ 審査委員会の庶務は、所管課において処理する。 

（審査結果の通知） 

第１０条 市長は、指名審の審議により受託者が決定した場合は、速やかに審査の結果及

び内容を提案書を提出した事業者に通知するものとする。 

２ 業務を受託できなかった事業者は、前項の通知を受けた日の翌日から起算して７日

（大府市の休日を定める条例（平成元年大府市条例第３１号）第１条第１項に規定する

市の休日を除く。）以内に、書面により、提案書を採用しなかった旨及び採用しなかっ

た理由（以下「非特定理由」という。）についての説明を求めることができる。 

３ 市長は、前項の規定により非特定理由についての説明を求められた場合は、当該説明

を求められた日の翌日から起算して１０日以内に、書面により回答するものとする。 

 （委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年９月３０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 


